
令和7年1月29日 土壌汚染対策セミナー

東京都環境局 環境改善部 化学物質対策課 土壌地下水汚染対策担当

新しい届出システムに係る

届出様式の解説 １

地歴調査・土壌汚染状況調査



新しい届出システムでは…

古いバージョンのExcel 様式や、

Word 形式の届出様式は使用できません

■ 届出様式は、Microsoft Excel で作成された

最新の様式を使用する

■ Excel形式の届出様式は、

 そのままシステムにアップロード

■ 調査結果報告図、地歴年表の根拠資料等は、

 PDF形式でシステムにアップロード



１ 届出書（鑑）

〇 一定の規模以上の土地の形質の変更届出書
（様式第6）

〇 当該土地の所有者等の所在が明らかとなる書面

２ 添付書類

〇 土地の形質変更をしようとする場所を明らかにした図面

〇 公図（まとめ）

３ 別冊資料

〇 登記事項証明書

〇 公図（個別）

〇 その他資料（委任状 等）

土対法４条１項届出の例（従来の届出）

Excel

Excel

PDFにまとめて
都に申請

PDFにまとめて
都に申請



土対法４条１項届出の例（新システムの届出）

各書類をまとめる作業をせずに個別に登録が可能

PDF

PDF

PDF

PDF

PDF

新システム
１ 届出書（鑑）

〇 一定の規模以上の土地の形質の変更届出書
（様式第6）

〇 当該土地の所有者等の所在が明らかとなる書面

２ 添付書類

〇 土地の形質変更をしようとする場所を明らかにした図面

〇 公図（まとめ）

３ 別冊資料

〇 登記事項証明書

〇 公図（個別）

〇 その他資料（委任状 等）

Excel

Excel



2025年1月時点

東京都 土壌汚染対策のページ
環境局トップ > 化学物質・土壌汚染 > 土壌汚染対策 >

… 土壌汚染対策法 > 土壌汚染対策法に基づく届出様式等

… 環境確保条例（土壌・地下水汚染対策関連）> 

 環境確保条例に基づく届出様式等

■ 様式には、システムに対応する

 プログラムを設定

■ 届出の作成にあたり、必ず、

 最新の様式を利用してください

■ 古い様式を利用すると、

 届出情報の読み取りに

 不具合が生じる可能性があります



環境確保条例 117 条 1 項

土地利用の履歴等調査届出書

・第34号様式

・第34号様式（別紙）

・筆一覧_条例

・特定有害物質等使用状況一覧

・地歴年表



令和6年4月1日

殿

住　所

氏　名

新宿区 （住居表示）

（地番）

全体面積 99,999.00 ㎡
第2種中高層住居
専用地域

算出根拠 登記面積 第1種住居地域

全体面積 8,888.00 ㎡

算出根拠 実測面積

現在の土地利
用状況及び土
地の改変の区
域

周辺の土地利
用状況

最大改変深度
（m）

掘削深度（m）
※掘削を伴う場合

杭深度（m）
※杭施工を伴う場合

35.00 3.00 35.00

45.00 5.00 45.00

土地の所有者
（土地の所有
者が届出者と
異なる場合）

※受付欄

氏　　名 電話番号

東京　太郎 99-9999-9999

（日本産業規格Ａ列４番）

　備考　１　※印の欄には記入しないこと。

　　　　２　△印の欄には、届出書に添付する各別紙に一連番号をつけた上、該当する別紙の番号を記入すること。

　　　　３　この様式各欄に記入しきれないときは、図面、表等を利用すること。

連絡先

所　　属 電子メールアドレス

○○株式会社△△課

別紙「筆一覧_条例」のとおり

調査結果 別紙「土地利用の履歴等年表」のとおり

※調査結果により対象地内において土壌汚染のおそれがあるため土壌汚染状況調査を
実施する。

対象地の概要 敷地面積

用途地域うち改変面積

別紙「土地利用の履歴等年表」のとおり

別紙「対象地位置図」のとおり

土地の改変の
種類

種類

既存建物の解体(地上○○階
地下○階）
共同住宅の新築(地上○○階
地下○階）

  実施しましたので、次のとおり届け出ます。

土地の改変に係る事業の名称 (仮称)○○○○マンション建築計画

土地の改変の場所 ○○町○○丁目○○番○○号

新宿区○○町○丁目○○番１　外 7 筆 道

※詳細は別紙「筆一覧」のとおり

東京都知事

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○開発株式会社

代表取締役 ○○ ○○

（法人にあっては名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

  　都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第117条第１項の規定により、土地利用の履歴等の調査を

第34号様式（第57条関係）

土地利用の履歴等調査届出書

届出日

届出者（住所・名称・代表者）

分割届出の場合 その1・その2 など

土地の形質の変更をしようとする者

（開発事業者、工事の発注者）

代表者 ： 代表取締役・代表理事・代表社員

  知事・区長など

その他 支店長・工場長・現場代理人・事業所長など

を代表とする場合、届出を行う権限を有することが

確認できる資料を添付

→ 委任状、社内事務分掌、処務規程

事業の名称

表題

届出日 または 過去数日以内の日付

117条1項 第34号様式



土地の改変の場所

区市町村を選択、町丁以下の住居表示を直接入力

複数の区市町村の場合、行を展開する行を展開

住居表示

地番 別紙「筆一覧」から入力

土地の改変場所を含む 敷地全体 の所在地

117条1項 第34号様式



117条1項 筆一覧_条例

届出のために確認を行った日

一部

敷地全体 に含まれる地番すべて

区市町村 → リストから選択

町丁 → 「丁目」を必ず入れる

地番

無地番・道・水

リストから選択

地番の項目は 区市町村 のみ選択

地番の 一部のみ含む場合 選択 

土地所有者等の住所・氏名

個人の場合 → 住所 “ー” 、氏名 “個人” のみ記載

行政（国・地方自治体など）の場合 → 住所 “ー”でよい

届出者が所有する場合 → 住所・氏名とも “ー”でよい

届出種別

土地の改変を行う地番

 → 今回届出 を選択



届出種別

地番ごとに、該当する項目を選択

今回届出

 → 今回届出の対象地に含まれる地番

届出予定

 → 今回届出に含まず、

  今後、届出される地番

届出済み

 → 過去に分割で届出済みで、今回届出

  または 届出予定に含まれない地番 

分割届出の場合

※ 地番が多数の場合、連番30 の行より上に 行を追加

選択項目

117条1項 筆一覧_条例



土地の改変の場所（分割届出の場合）

行を展開 地番

別紙「筆一覧」の入力内容が反映される

行を展開し、今回届出範囲 を表示

→ 筆一覧で 届出種別「今回届出」を選択した地番 

全体の範囲

今回届出範囲

117条1項 第34号様式



敷地範囲について該当する
項目をすべて選択

敷地面積／改変面積

用途地域

土地利用状況等

リストから選択 または 自由入力

土地の履歴調査が、同時に提出する他の

届出（法3条・4条2項・14条）で報告

→ ●環改●●第●号のとおり

解体・新築 など それぞれ入力

GLからの最大改変深度、掘削深度・杭深度の最大値

改変面積 → 掘削＋盛土

算出根拠（実測・登記面積など）

→リストから選択 または 自由入力

（分割届出の場合）

  今回届出面積 の行を展開して入力

対象地の概要

土地改変の種類

117条1項 第34号様式



連絡先 届出者 と同じ組織に所属する担当者を含める

調査結果 敷地内の土壌汚染のおそれを リストから該当する項目を選択 または 自由入力

・対象地内で 汚染のおそれ あり／ おそれ なし

・分割届出の場合、「今回届出の対象地内」で 汚染のおそれ あり／ おそれ なし

・敷地内に汚染のおそれはあるが、改変対象地内には 汚染のおそれなし

選
択
項
目

117条1項 第34号様式



特定有害物質の取扱事業場の設置状況
その他の土地の利用の履歴

特定有害物質の使用、排出等の状況

117条1項 第34号様式 別紙



特定有害物質の取扱事業場の設置状況

その他の土地の利用の履歴

見出し

汚染のおそれをリストから選択

履歴

土地の履歴の概要を入力

総評

見出しの選択に応じて文章が表示される

必要に応じて編集、直接入力

着工までにおおむね1年以上の期間が開く場合は、選択して表示

新たな汚染が生じた場合は、再度、117条1項の届出を行う

着工まで
期間が開く場合

選
択
項
目

117条1項 第34号様式 別紙



工場等の名称／業種・製品／

特定有害物質の種類・状況 など

別紙「特定有害物質等使用状況一覧」への

入力内容が反映される

特定有害物質の使用、排出等の状況 117条1項 第34号様式 別紙



117条1項 特定有害物質等使用状況一覧

工場・事業場の名称／業種・製品

特定有害物質の種類・使用目的・形態

特定有害物質の使用状況

地下施設の概要

都条例 工場・指定作業場の届出

水濁法・下水道法の特定施設の届出

今回届出を行う土地に存在した 特定有害物質取り扱い

事業場の情報

土地の履歴調査で判明した 特定有害物質の使用状況・

使用期間・漏洩事故等についてまとめる

都条例の工場・指定作業場、水濁法・下水道法の

特定施設 の届出についても 必ず確認する



特定有害物質の使用場所／地下施設

今回届出の土地において 過去に土壌汚染対策

に関する届出履歴（地歴調査・土壌調査・措置・

完了）がある場合、

→ 届出日・収受番号・届出の種類（都以外への

届出も含む）

複数ある場合、最後の地歴と措置状況のわかる

届出のみでもよい

リストから選択 または 自由入力

地表高さの変更、地質の情報 

法・条例に基づく調査・措置の履歴

既往調査・措置

法定調査によらない調査、措置の履歴

過去の 地表面の高さの変更 の履歴

特定有害物質の使用、排出等の状況 117条1項 第34号様式 別紙



117条1項 地歴年表
年代ごとに、敷地内の土地利用の状況、それに基づく土壌汚染の可能性、

根拠資料を記載

原則として戦前から（ただし、水域・自然林等の場合はそれ以降からでもよい）

利用状況に変更がない場合は おおむね10年間隔

資料の種類

→ 航空写真・住宅地図・地形図

●●邸、○○氏から聴取など

個人名は記載しない

必ず、現在（届出の年）の

土地の利用状況を記載



列を展開して「改変対象地の土地の利用状況」 の欄を表示する

「土壌汚染の可能性」は、敷地全体と 改変対象地に 分けて記載しても良い

列を展開

敷地全体と改変対象地の土地利用状況を

区別する場合

117条1項 地歴年表



過去に提出した 地歴に関する届出がある場合、届出済みの調査結果を利用できる

その土地で行った 届出済みの最新の 地歴調査の 年代、届出日・収受番号 を記載

その後の年代は、土地利用の状況、土壌汚染の可能性、根拠資料について通常と同じく記載

過去の 土地利用の履歴に関する届出 を利用する場合

行
を
展
開

117条1項 地歴年表



土壌汚染対策法 4 条 1 項

一定の規模以上の土地の形質の変更届出書

・様式 第6

・土地所有者一覧



4条1項 様式 第6

届出日

届出者（住所・名称・代表者）

土地の形質の変更をしようとする者

（開発事業者、工事の発注者）

代表者 ： 代表取締役・代表理事・代表社員

  知事・区長など

その他 支店長・工場長・現場代理人・事業所長など

を代表とする場合、届出を行う権限を有することが

確認できる資料を添付

→ 委任状、社内事務分掌、処務規程

届出日 または 過去数日以内の日付

法令 該当する条項番号を選択



分割届出の場合 その1・その2 など表題

土地の形質変更の所在地／場所

（住居表示） 区市町村を選択、町丁以下を入力

複数の区市町村の場合、行を展開

（地番） 別紙 土地所有者一覧 に入力

土地の形質の変更の場所 → 届出種別 今回届出

（分割届出の場合）行を展開して今回届出分の

面積、最大改変深度を入力参照する資料を入力行を展開

形質変更の面積・深さ

全体形質変更面積 

→ 掘削+盛土（条例117条改変面積と同じ）

うち掘削面積、算出根拠

最大改変深度（掘削・杭深度の最大値）

4条1項 様式 第6



4条1項 土地所有者一覧

届出のために確認を行った日

一部

地番

無地番・道・水

リストから選択

地番の項目は 区市町村のみ 選択

地番の 一部のみ含む場合 選択 

土地の形質変更を行う範囲に含まれる

地番すべて

（分割提出でも、全体の地番を入力）

区市町村 → リストから選択

町丁 → 「丁目」を必ず入れる

届出種別

今回届出 → 今回届出 で土地の形質の変更を行う地番 

届出予定 → 今回届出に含まず、今後、届出される地番

届出済み → 過去に分割で届出済みで、今回届出または 届出予定に含まれない地番 



土地所有者等の住所・氏名

個人の場合 

 → 住所 “ー” 、氏名 “個人” のみ

行政（国・地方自治体など）の場合

 → 住所 “ー”でよい

届出者が所有する場合

 → 住所・氏名とも “ー”でよい

所有者等の所在が明らかとなる
根拠資料

土地所有者が確認できる根拠資料

→ リストから選択 または 直接入力

4条1項 土地所有者一覧



（分割届出の場合）行を展開して今回届出分の

面積、最大改変深度を入力参照する資料を入力行を展開

形質変更の面積・深さ

全体形質変更面積 

→ 掘削+盛土（条例117条改変面積と同じ）

うち掘削面積、算出根拠

最大改変深度（掘削・杭深度の最大値）

4条1項 様式 第6

分割届出の場合 その1・その2 など表題

土地の形質変更の所在地／場所

（住居表示） 区市町村を選択、町丁以下を入力

複数の区市町村の場合、行を展開

（地番） 別紙 土地所有者一覧 に入力

土地の形質の変更の場所 → 届出種別 今回届出



土地の形質変更の着手予定日

届出日から 中 30 日 以降

最初に土地の形質の変更を行う日

法3条1項ただし書きを受けた土地で

法3条7項の土地の形質変更を行う場合

法3条1項ただし書きを受けた土地で

900 ㎡ 以上の形質変更を行う場合

事業場名・所在地

現に有害物質使用特定施設がある事業場で法4条1項による形質の変更をする場合

改変面積が 900 ㎡ 以上、3000 ㎡ 未満の場合は、必ず入力

事業場名・特定施設種類・設置場所・特定有害物質の種類

連絡先 届出者 と同じ組織に所属する担当者を含める

4条1項 様式 第6



土壌汚染対策法 4 条 2 項

土壌汚染状況調査結果報告書

・様式 第7 ・土地所有者一覧

・汚染状態一覧_様式 第7  ・地歴年表

・指定調査機関確認書

・土壌汚染状況調査結果報告シート

・詳細調査（深度方向調査）結果報告シート



届出日

報告者 4条1項の届出者 と同じ

提出日 または 過去数日以内の日付

法令 該当する条項番号を選択

法３条８項／４条３項の命令を受けた年月日

分割届出の場合 その1・その2 など表題

土壌汚染状況調査を行った場所

調査命令の場合

併せて提出する4条1項と同じ住所、地番

（地番） 別紙 土地所有者一覧 に入力

4条1項届出と併せて提出する

4条2項 様式 第7



届出のために確認を行った日

地番／無地番・道・水／一部

4条2項 土地所有者一覧

届出種別

土地の形質変更を行う範囲に含まれる

地番すべて

 → 4条1項と同じ地番

併せて提出する 4条1項と同じ種別 にする

土壌調査で試料採取の対象としていない地番も 今回届出

土地所有者等の住所・氏名

所有者等の所在が明らかとなる
根拠資料



最大形質変更深さより１mを超える深さに

ついて 試料採取の対象としなかった場合

限定した深さの位置 → リストから選択

特定有害物質 → 直接入力

基準に適合していないおそれがある

特定有害物質の種類

調査結果総評 → リストから選択 

基準不適合物質

→（入力用シート）汚染状態一覧 から入力

土壌汚染状況調査の結果

調査の対象とした特定有害物質

→（入力用シート）汚染状態一覧 から入力

4条2項 様式 第7



4条2項 汚染状態一覧_様式 第7

試料採取等対象物質 土壌含有量／溶出量／第二溶出量 基準不適合

調査の対象とした特定有害物質に●

必ず一物質以上は選択

調査した特定有害物質について、汚染が確認された基準に●

溶出量基準と第二溶出量基準が確認された場合

→ 第二溶出量基準にのみ●（両方の選択はしない） 



分析を行った計量法第107条の
登録を受けた者

分析会社名、登録番号

土壌汚染状況調査を行った
指定調査機関

指定調査機関名、指定番号

技術管理者・技術管理者証の
交付番号

技術管理者の所属、氏名、交付番号

連絡先

届出者と同じ組織の担当者を含める

4条2項 様式 第7



117条1項と同じ

117条1項 の調査以降、

新たに判明した情報が

あれば追加

4条2項 地歴年表



4条2項 指定調査機関確認書

日付 届出日 または 過去の日付

指定調査機関

対象案件（届出者・調査対象地）

名称・代表者・指定番号

区市町村を選択、町丁以下を入力

土壌汚染状況調査結果報告書の構成

別紙、別冊資料として添付したものに●

資料の種類を追加したい場合 → 行の展開

法定調査の業務管理体制

業務品質管理責任者・公正性管理責任者は、

技術管理者が兼務することはできない



4条2項 土壌汚染状況調査結果シート

準拠法令 該当する項目に●

参照資料
調査対象地 土壌汚染状況調査の場所

（分割届出）行を展開して今回届出分 入力

工業専用地域

今回調査対象地面積

深度限定

限定した深さの位置、特定有害物質 

様式第7の記載内容と同じ

指定調査機関 名称、指定番号

過去の調査結果を利用するなど、調査機関が

複数の場合、すべて列記する

調査のとりまとめを行った調査機関を明記

土壌調査の面積

条例施行規則55条3項地域

埋立地の特例 の対象となる地域

 → HP参考資料 H31通知・対象地域参考図 

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kankyo/ordinance-dojoujourei-files-h30_4umetatetuuti
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kankyo/ordinance-dojoujourei-files-h30_4umettatetisannkouzu


種類・理由 行を展開して すべて記載

4条2項 土壌汚染状況調査結果シート

汚染のおそれの由来

試料採取対象物質

有害物質取扱事業場／使用状況

事業場の概略、特定有害物質の使用状況

地表高さの変更

経緯、具体的な高さ

既往調査・対策／その他

今回対象地での既往調査、措置・対策

今回調査への活用（試料採取に代える など）

施工のための14条の場合はその旨

その他、特殊な経緯がある場合はその旨

使用の可能性が否定できないが
試料採取の対象としない特定有害物質

地歴調査で使用が判明したが、試料採取の

対象としなかった物質・理由

例）使用から長期間が経過した農薬など



回転角度：起点を中心に右回りに回転した角度

  （度分秒、秒は小数第二位まで）

4条2項 土壌汚染状況調査結果シート

汚染のおそれの区分（平面）

調査対象地の おそれの区分

汚染のおそれが生じた位置（断面）

現地表面／地表より深い位置 有無・理由

地表より深い位置 は、深度（m）を記載

単位区画の設定

起点：原則として 世界測地系座標（9系）で

設定（小数点以下3桁以上）

 その他 → 地番の最北端・任意座標等 の場合

起点高さ：標高（TP・AP、ミリ単位）

計測場所：復元性の観点から、

計測場所を選択 または 直接入力

北の定義：真北・座標北・磁北  いずれか選択

その他：起点を複数設定した場合など



4条2項 土壌汚染状況調査結果シート

土壌調査方法

現地試料採取期間 ガス採取／土壌採取

室内分析期間

試料採取対象物質・区画の選定

第一種特定有害物質

土壌ガス採取方法

トラベルブランク試験の有無、値補正、濃度増減

ボーリング試料採取方法

帯水層底面が確認された深度

第二種・第三種特定有害物質

試料採取方法 地表面より深い位置は深度（m）



4条2項 土壌汚染状況調査結果シート

地下水調査方法

現地試料採取期間／室内分析期間

代表地点／対象地境界

対象物質・採取位置（平面）

採取区画の選定

対象物質・採取深さ（断面）

スクリーン区間の位置

帯水層底面が確認された深度

地下水試料採取方法



試料採取日 ガス・土壌・地下水

第一種特定有害物質

土壌ガス／土壌ガス（地下水）

調査対象区画数 評価される区画数

30m格子の調査 → 含まれる単位区画

統合区画の調査 → 1区画

最大濃度・ガス検出区画数

測定結果・基準超過区画数

試料採取等の省略 → 対象物質のみ記載

濃度のセル ガス検出・地下水 基準超過 → 色が変わる

4条2項 土壌汚染状況調査結果シート

調査結果概要



調査結果概要

濃度のセル 基準超過 → 色が変わる

調査対象区画数 評価される区画数

第一種→ 代表地点のボーリングは

ガス検出範囲の区画を含む

最大調査深度／最大汚染深度

→ 第一種のみ

最大濃度・基準超過区画数・

試料採取等の省略

溶出量調査

地下水調査（代表地点）

地下水調査（対象地境界）

4条2項 土壌汚染状況調査結果シート



4条2項 土壌汚染状況調査結果シート

含有量調査

調査対象区画数 評価される区画数

最大濃度・基準超過区画数・

試料採取等の省略

基準不適合範囲の地番

全部・一部を含め 地番をすべて列挙

基準不適合範囲の面積

汚染原因

調査対象区画数

30m格子の調査 → 含まれる単位区画

統合区画の調査 → 1区画

評価される区画の数

調査結果概要



4条2項 詳細調査（深度方向調査）結果報告シート

調査対象地

現地試料採取期間

室内分析期間

指定調査機関

準拠法令

土壌汚染状況調査結果報告シート

と同様



4条2項 詳細調査（深度方向調査）結果報告シート

調査方法

第一種特定有害物質

第二種・第三種特定有害物質

経緯、対象物質、区画数、

試料採取深度・帯水層底面の有無

地下水試料

経緯、帯水層底面の深度

対象物質、区画数

スクリーン区間の位置、採取方法

行の展開で対象物質の欄を追加できる



4条2項 詳細調査（深度方向調査）結果報告シート

調査結果概要

土壌溶出量／土壌含有量

調査・基準不適合の区画数

最深調査深度 分析深度

最深汚染深度・最大濃度

詳細調査ですべて基準適合の場合

→ 汚染深度 0.5m

 土壌汚染状況調査の最大濃度

地下水

代表地点・対象地境界 以外の調査

調査区画数・基準不適合の区画数

最大濃度



環境確保条例 117 条 2 項

土壌汚染状況調査結果報告書

・第32号様式

・第32号様式（別紙）

・筆一覧_条例

・特定有害物質等使用状況一覧



該当する条項番号を選択条項

工場・指定作業場の名称 ・ 事業の名称

117条1項 と同じ 事業の名称

116条 → 工場・指定作業場の名称

117条1項を参照表題・届出日・届出者

工場等の所在地・土地の改変の場所

117条1項 と同じ 敷地全体の所在地

116条 → 工場・指定作業場の所在地

地番は、別紙「筆一覧」から入力

第116条第１項の場合は、廃止の日又は
敷地内の土壌の掘削を行う日

117条2項 第32号様式



試料採取年月日、調査方法・結果

→ リストから選択または自由入力

総評を忘れずに

調査受託者の名称 → 指定調査機関名、指定番号

特定有害物質による土壌等の汚染状況

地下水等の状況／今後の土地利用計画

リストから選択または自由入力

同時に 法4条など 他の届出を提出している場合、

「●環改化第●号のとおり」など

117条1項を参照連絡先

117条2項 第32号様式



117条1項 と同じ地番

117条1項 から変更があった場合

・地番の分筆・合筆など地番の変更

・土地の売買により所有者が変更

更新理由

117条2項 筆一覧_条例



業種・製品／特定有害物質の種類 など

別紙「特定有害物質等使用状況一覧」から入力

特定有害物質の使用場所／地下施設

地表高さの変更、地質の情報 

法・条例に基づく調査・措置の履歴

既往調査・措置

117条1項を参照

117条1項 と同様であっても、すべて記載する

新たに判明した情報があれば追加

117条2項 第32号様式 別紙



117条1項 と同様

新たに判明した情報があれば追加

117条2項 特定有害物質等使用状況一覧
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